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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第122期 

第１四半期連結 
累計期間 

第123期 
第１四半期連結 

累計期間 
第122期 

会計期間 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成25年 
 ６月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ６月30日 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 4,132,047 3,490,157 14,578,628 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △1,053,251 △179,560 415,801 

四半期（当期）純損失（△） （千円） △872,503 △183,780 △180,460 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △1,078,710 △180,543 246,874 

純資産額 （千円） 6,390,329 7,445,899 7,626,457 

総資産額 （千円） 10,771,373 8,595,263 8,824,748 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△） 
（円） △3.01 △0.63 △0.62 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 64.29 86.56 86.35 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（1）業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済政策や金融緩和策を背景に企業収益の改善等、景気は緩

やかな回復基調が続いたものの、消費増税前の駆け込み需要の反動減による個人消費の減速、海外景気の下振れや

地政学的リスクの高まりから先行きは依然として不透明な状況にあります。

 このような経済状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)は、貴金属市況において、金・銀・プラチナ等

の貴金属価格は、世界情勢によるリスク回避と米国経済の景気回復による金投資の意欲減退が拮抗し横ばい推移だ

ったものの、6月初旬以降、地政学的リスクの高まりから上昇基調で推移いたしました。売上高においては金原料

の集荷量が当初見込みを下回ったことから前年同期に比べ減少いたしました。宝飾市況においては、個人消費の本

格的な回復が見込めず、依然厳しい環境のもと推移いたしました。不動産市況においては、住宅ローン減税等の経

済政策や低金利の継続等、住宅購買意欲は回復基調にあるものの、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減等によ

り、厳しい状況のもと推移いたしました。機械事業においては、海外自動車市場の堅調さを背景に受注環境は国内

及び欧米を中心に回復基調にあり、中古工作機械業界においても堅調に推移いたしました。

 この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は3,490,157千円（前年同四半期4,132,047千円）、営業損益は

135,702千円の損失（前年同四半期1,044,153千円の損失）、経常損益は179,560千円の損失（前年同四半期

1,053,251千円の損失）、四半期純損益は183,780千円の損失（前年同四半期872,503千円の損失）となりました。

 セグメントの業績は次のとおりであります。

 なお、前連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較については、前年

同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 貴金属事業におきましては、生産能力に見合った原料集荷量が当初想定を下回り、売上高は2,658,367千円（前

年同四半期3,292,288千円）、営業損益は4,990千円の利益（前年同四半期61,475千円の損失）となりました。

 宝飾事業におきましては、売上高は325,213千円（前年同四半期330,052千円）、営業損益は18,856千円の損失

（前年同四半期29,014千円の損失）となりました。

 不動産事業におきましては、売上高は79,531千円（前年同四半期24,030千円）、営業損益は5,658千円の損失

（前年同四半期123,161千円の損失）となりました。

 機械事業におきましては、売上高は420,312千円（前年同四半期485,122千円）、営業損益は15,196千円の利益

（前年同四半期20,966千円の損失）となりました。

 投資事業におきましては、営業損益は6,601千円の損失（前年同四半期693,885千円の損失）となりました。

 研究開発事業におきましては、売上高は2,652千円（前年同四半期553千円）、営業損益は23,479千円の損失（前

年同四半期28,768千円の損失）となりました。

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

 当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、26,132千円であります。

 当社グループは、再生可能エネルギーの研究開発を目的とした再生可能エネルギー事業部を設立し、マグネシウ

ム循環によるエネルギーシステム構築を目指し、研究開発に取組んでおります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,158,900,000

計 1,158,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 289,747,982 289,747,982 東京証券取引所市場第二部
単元株式数 

100株

計 289,747,982 289,747,982 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数増
減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減 
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日～ 

平成26年６月30日
－ 289,747,982 － 12,782,064 － －
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（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        91,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   289,265,300 2,892,653 －

単元未満株式 普通株式       391,282 － －

発行済株式総数 289,747,982 － －

総株主の議決権 － 2,892,653 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が23,600株含まれております。また、

   「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数236個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

中外鉱業株式会社
東京都千代田区丸の

内二丁目４番１号
91,400 － 91,400 0.03

計 － 91,400 － 91,400 0.03

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、91,926株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について監査法人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,646,555 1,271,000 

売掛金 20,066 45,241 

商品及び製品 1,080,841 1,211,015 

仕掛品 131,111 188,211 

原材料及び貯蔵品 2,163 7,659 

販売用不動産 96,512 125,381 

仕掛不動産 429,044 375,988 

預け金 1,860,524 1,860,523 

その他 90,948 66,076 

流動資産合計 5,357,767 5,151,098 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 1,386,731 1,390,060 

減価償却累計額 △422,507 △441,786 

建物及び構築物（純額） 964,224 948,273 

機械装置及び運搬具 527,426 493,964 

減価償却累計額 △423,386 △393,527 

機械装置及び運搬具（純額） 104,040 100,436 

土地 1,691,391 1,691,391 

その他 116,387 116,635 

減価償却累計額 △102,817 △103,394 

その他（純額） 13,569 13,240 

有形固定資産合計 2,773,224 2,753,342 

無形固定資産    

地上権 365,000 365,000 

その他 6,742 6,552 

無形固定資産合計 371,742 371,552 

投資その他の資産    

投資有価証券 154,139 159,239 

出資金 9,205 9,205 

長期未収入金 487,019 487,019 

敷金及び保証金 146,965 139,122 

その他 11,703 11,703 

貸倒引当金 △487,019 △487,019 

投資その他の資産合計 322,012 319,270 

固定資産合計 3,466,980 3,444,164 

資産合計 8,824,748 8,595,263 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 19,974 36,836 

1年内返済予定の長期借入金 139,680 139,680 

未払金 68,020 39,714 

未払法人税等 29,401 12,964 

その他 26,577 40,356 

流動負債合計 283,654 269,552 

固定負債    

長期借入金 668,340 633,420 

長期未払金 1,800 － 

金属鉱業等鉱害防止引当金 7,033 7,033 

預り敷金保証金 21,378 21,681 

繰延税金負債 34,726 35,291 

資産除去債務 181,357 182,385 

固定負債合計 914,635 879,811 

負債合計 1,198,290 1,149,363 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,782,064 12,782,064 

利益剰余金 △5,133,889 △5,317,669 

自己株式 △31,039 △31,054 

株主資本合計 7,617,136 7,433,340 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 3,148 6,430 

その他の包括利益累計額合計 3,148 6,430 

少数株主持分 6,172 6,127 

純資産合計 7,626,457 7,445,899 

負債純資産合計 8,824,748 8,595,263 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 4,132,047 3,490,157 

売上原価 4,803,270 3,244,694 

売上総利益又は売上総損失（△） △671,222 245,462 

販売費及び一般管理費 372,931 381,165 

営業損失（△） △1,044,153 △135,702 

営業外収益    

受取利息 17 17 

国庫補助金収入 10,286 10,138 

為替差益 5,856 － 

保険金収入 － 1,119 

その他 4,127 1,465 

営業外収益合計 20,287 12,740 

営業外費用    

支払利息 5,440 3,201 

休山管理費 23,926 51,427 

その他 18 1,969 

営業外費用合計 29,385 56,598 

経常損失（△） △1,053,251 △179,560 

特別利益    

負ののれん発生益 4,488 － 

特別利益合計 4,488 － 

税金等調整前四半期純損失（△） △1,048,763 △179,560 

法人税、住民税及び事業税 8,801 5,518 

法人税等調整額 21,145 △1,252 

法人税等合計 29,947 4,265 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,078,710 △183,825 

少数株主損失（△） △206,206 △45 

四半期純損失（△） △872,503 △183,780 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,078,710 △183,825 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 － 3,282 

その他の包括利益合計 － 3,282 

四半期包括利益 △1,078,710 △180,543 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △872,503 △180,498 

少数株主に係る四半期包括利益 △206,206 △45 
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

減価償却費 32,104千円 23,650千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他
（注）１ 

合計 
  貴金属事業 宝飾事業 不動産事業 機械事業 投資事業 研究開発 

売上高                

（1）外部顧客への

売上高 
3,292,288 330,052 24,030 485,122 － 553 － 4,132,047 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － 4,016 － － － － 4,016 

計 3,292,288 330,052 28,047 485,122 － 553 － 4,136,064 

セグメント損失（△） △61,475 △29,014 △123,161 △20,966 △693,885 △28,768 － △957,271 

 

   

 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 

売上高    

（1）外部顧客への

売上高 
－ 4,132,047 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

△4,016 － 

計 △4,016 4,132,047 

セグメント損失（△） △86,882 △1,044,153 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、企画開発関連を含んでお

ります。

２．セグメント損失（△）の調整額△86,882千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△86,882千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。

３．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他
（注）１ 

合計 
  貴金属事業 宝飾事業 不動産事業 機械事業 投資事業 研究開発 

売上高                

（1）外部顧客への

売上高 
2,658,367 325,213 79,531 420,312 － 2,652 4,079 3,490,157 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － 4,007 － － － － 4,007 

計 2,658,367 325,213 83,538 420,312 － 2,652 4,079 3,494,164 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
4,990 △18,856 △5,658 15,196 △6,601 △23,479 △4,133 △38,544 

 

   

 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 

売上高    

（1）外部顧客への

売上高 
－ 3,490,157 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

△4,007 － 

計 △4,007 3,490,157 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
△97,157 △135,702 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、企画開発関連を含んでお

ります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△97,157千円には、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△97,157千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行ってお

ります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更等）
 前連結会計年度から、「調整額」に含まれていた「研究開発」について量的な重要性が増したため報告セ
グメントとして記載する方法に変更しております。
 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメントの区
分に基づき作成したものを開示しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △3円1銭 △0円63銭

（算定上の基礎）    

四半期純損失金額（△）（千円） △872,503 △183,780

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△） 

（千円）
△872,503 △183,780

普通株式の期中平均株式数（千株） 289,658 289,656

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月８日

中外鉱業株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人ハイビスカス 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 阿部 海輔  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 髙橋 克幸  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中外鉱業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中外鉱業株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年８月14日

【会社名】 中外鉱業株式会社

【英訳名】 Chugai Mining Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  葛山 稔

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長葛山稔は、当社の第123期第１四半期（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


